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（単位：百万円、％）

2004年9月中間期実績（対前年同期比）

売上高

売上総利益

営業利益

経常利益

中間純利益

2004年9月中間期 2003年9月中間期
増減額

金額 構成比
増減比

27,261 100.0

5,598 20.5

2,516 9.2

2,478 9.1

1,390 5.1

金額 構成比

1,259

▲21

133

▲105

8

4.8

▲0.4

5.6

▲4.1

0.6

販売管理費 3,082 11.3 ▲154 ▲4.8

EPS

設備投資額

減価償却費

4,082

581

124.48 0.25

1,377

89

51.0

18.1

26,002 100.0

5,619 21.6

2,383 9.2

2,583 9.9

1,382 5.3

3,236 12.4

2,705

492

124.23 0.2
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（単位：百万円）2004年9月中間期セグメント別売上高

26,00226,002

＋898＋898

＋756＋756

▲288▲288

▲109▲109
＋142＋142

27,26127,261

▲141▲141



（単位：百万円）2004年9月中間期セグメント別営業利益の内訳

▲27

寮事業　　　ﾎﾃﾙ事業　　　総合ﾋﾞﾙ　　　ﾌｰｽﾞ事業　　　ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ事業　　その他事業　　　消去又は全社

　　　　　　　　　　　　　　　ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業

184

▲14

67

54 ▲546

営業利益

寮事業 学生寮・社員寮・受託寮・ドミールの管理運営事業

ﾎﾃﾙ事業 ﾄﾞｰﾐｰｲﾝ事業・ﾘｿﾞｰﾄ事業・スパ事業

総合ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ及びﾚｼﾞﾃﾞﾝｽﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業

ﾌｰｽﾞ事業 外食事業・受託給食事業・ﾎﾃﾙﾚｽﾄﾗﾝ等の受託運営事業

ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾒﾝﾄ事業 建設・企画・設計・仲介事業、分譲マンション事業、その他開発付帯事業

その他事業 ｼﾆｱ事業、不動産賃貸借物件の仲介・管理事業、総合広告代理店事業、その他

2,5162,516

2,799



（単位：百万円）

03年9月中間期

2004年9月中間期営業利益対前年同期比増減要因

04年9月中間期

2,3832,383
2,5162,516

寮

+135

ホテル

▲62

総合ﾋﾞﾙ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

+32

フーズ

+33

ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ

▲179

その他

＋69

消去・全社

+106
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（単位：百万円）

貸借対照表（資産の部）

繰延資産

77,865
72,258

78,182

設備投資（有形固定資産
増加）
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（単位：百万円）

設備投資

5,6685,668

8,4558,455

4,7004,700

上期実績

1,1471,147
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（単位：百万円）

前受金

長期預り保証金

少数株主持分

棚卸資産及び有形固定資産
増加に伴う借入増加

新入生増加に伴う増加

77,865
72,258

78,182
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① 分譲マンションに係わる、棚卸資産の取得や寮事業の前受金額の減少等によりマイナス

②　有形固定資産の取得による支出の増加

③　社債の発行による収入の増加

連結キャッシュフローの状況連結キャッシュフローの状況

▲4,804

▲569

3,965

9,879

▲814

▲5,840

4,991

10,209

3,990

▲5,271

1,026

330

営業活動によるキャッシュフロー

投資活動によるキャッシュフロー

財務活動によるキャッシュフロー

現金及び現金同等物期末残高

2003年9月中間期2004年9月中間期 増減

（単位：百万円）



（単位：百万円、％）

2005年3月期業績予想ハイライト

売上高

売上総利益

営業利益

経常利益

当期純利益

2005年3月期（予） 2004年3月期
増減額

金額 構成比
増減比

58,200 100.0

11,280 19.4

4,450 7.6

4,270 7.3

2,250 3.9

4,119

739

446

210

112

7.6

7.0

11.1

5.2

5.2

販売管理費 6,830 11.7 293 4.5

設備投資額

減価償却費

7,160

1,420

▲1,295

391

▲15,3

38.0

EPS 188.82

金額 構成比

54,081 100.0

10,541 19.5

4,004 7.4

4,060 7.5

2,138 4.0

6,537 12.1

8,455

1,029

180.26 8.56 4.7
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（単位：百万円）

2005年3月期（予）セグメント別売上高

54,08154,081

消去・全社▲ 10,187

58,200
+4,119
58,200
+4,119

消去・全社▲6,433

＋1,366＋1,366

＋2,548＋2,548

＋634＋634

＋411＋411

▲444▲444

▲4,148▲4,148



（単位：百万円）2005年3月期（予）セグメント別営業利益の内訳

223

寮事業　　　ﾎﾃﾙ事業　　　総合ﾋﾞﾙ　　　ﾌｰｽﾞ事業　　　ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ事業　　その他事業　　　消去又は全社

　　　　　　　　　　　　　　　ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業

467

▲33

263 72

▲1,451

営業利益

寮事業 学生寮・社員寮・受託寮・ドミールの管理運営事業

ﾎﾃﾙ事業 ﾄﾞｰﾐｰｲﾝ事業・ﾘｿﾞｰﾄ事業・スパ事業

総合ﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 ｵﾌｨｽﾋﾞﾙ及びﾚｼﾞﾃﾞﾝｽﾋﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業

ﾌｰｽﾞ事業 外食事業・受託給食事業・ﾎﾃﾙﾚｽﾄﾗﾝ等の受託運営事業

ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾒﾝﾄ事業 建設・企画・設計・仲介事業、分譲マンション事業、その他開発付帯事業

その他事業 ｼﾆｱ事業、不動産賃貸借物件の仲介・管理事業、総合広告代理店事業、その他

4,4504,450

4,909



（単位：百万円）

04年3月期

2005年3月期（予）営業利益　対前期比増減要因

05年3月期（予）

4,0044,004

4,4504,450

寮

＋178

ホテル

＋388

総合ﾋﾞﾙ
ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
＋52

フーズ

＋26

ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄ

▲208

その他

＋62
消去・全社

▲53
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定員数：左軸、棒グラフ

学生寮・社員寮・ドミールの定員数・契約率の推移（期初値）学生寮・社員寮・ドミールの定員数・契約率の推移（期初値）

契約率：右軸、折れ線グラフ



（単位：室）

学生寮・社員寮・ドミールの契約者数の推移（期初値）学生寮・社員寮・ドミールの契約者数の推移（期初値）
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18歳人口の推移：参考資料
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2002年をピーク（205万人）に減少を続ける18歳人口は、2008年には底入れ（124万人）

（単位：万人）

2008年には底入れ



今後の展望今後の展望



今期のテーマ



ビジネスライフサイクル

社会人寮

需要＞供給　→　需要＜供給

学生寮

ﾘｿﾞｰﾄﾎﾃﾙ

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾎﾃﾙ

介護



1．大学との提携強化による学生寮事業の成長加速



有力大学を中心に提携学校増加が加速

（主な新規提携・提携強化校）
・国際基督教大学
・武蔵大学
・東洋学園大学
・仙台ﾋﾞｭｰﾃｨｰｱｰﾄ専門学校
・大阪ﾋﾞｭｰﾃｨｰｱｰﾄ専門学校

（主な新規提携・提携強化校）
・早稲田大学
・青山学院大学
・東邦大学
・成城大学

（主な新規提携・提携強化予定校）
・上智大学
・国学院大学
・日本歯科大学
・多摩大学
・女子美術大学

2003年3月期

新規提携大学
（指定寮）

14校

新規提携大学
（指定寮）

7校

2004年3月期

2005年3月期（予）



8,931 9,136 9,198 9,303 9,659
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全国重点エリア

「全国で３８，０００室の需要」

【重点ターゲット】【重点ターゲット】

■■首都圏首都圏

■京都■京都



学生寮の開発計画
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2．リゾートホテル事業の基盤構築



●所在地 沖縄県中頭郡北谷町字美浜８－６
●スケジュール 開業２００４年７月
●施設概要 地上２４階　客室数２８０室　宿泊定員８６６名
●付帯施設 レストラン（１６０席）、バーベキューガーデン（１５０席）

コンベンションホール（着席１８０席）、スーベニアショップ
リラクゼーション（エステサロン）、コインランドリー他

投資額　計67億円
投資利回り（ﾈｯﾄｷｬﾂｼｭﾌﾛｰ）11.4%　所要資金の80%を公庫他低利資金で調達

ザ・ビーチタワー沖縄の概要



1.市場予測　 「2015年600～700万人(ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ並み)」全日空・沖縄県企画開発部

　　　　　　 ※年間平均伸び率2.2％　直近実績伸び率の約半分の設定　空港拡張計画　

　　　　 　　増加要因 ･･･ ① 航空運賃自由化 ② 中国･台湾からの流入

　　　　　　　　　　　 ③ 日本人高齢化による避寒地利用 ④ ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ需要･IT企業の集積

　　　　　　 ◆過去10年間50％増の456万人　特に台湾、修学旅行の増加率大

　　　　　　 ◆ﾘﾋﾟｰﾀｰ率15年間で20％⇒50％へ　滞在日数長期化

　　　　　　 ◆高齢者層の増加　6年間で24％⇒32％へ

　　　　　　 ◆年間を通じた高い稼働率　年齢帯別にﾋﾟｰｸ月が分散

2.競合分析　 2000年現在 ﾎﾃﾙ数281棟 客室数19,387室 稼働率 ﾘｿﾞｰﾄ70％ ｼﾃｲ77％　
　　　　　 差別化① 行政(北谷町[ﾁｬﾀﾝ])が周辺の遊びと生活のｲﾝﾌﾗを完備、当社はﾎﾃﾙ本体のみの投資

　　　　　　　　　　　 のため総投資ｺｽﾄが低く抑えられている（沖縄公庫｢これまでのﾎﾃﾙで最低ﾚﾍﾞﾙ｣）

差別化② 長期滞在型 ⇒ 客室面積を広めにし家族､小ｸﾞﾙｰﾌﾟが1室で泊まれることで客単価

は低く抑えられるが客室単価を維持(客単価･稼働率は計画上無理のない設定)

有名ﾘｿﾞｰﾄ8件平均　客室数360室 客室面積38㎡ ﾚﾝﾀﾌﾞﾙ比39%  稼働率74%  室当り客数2.5人 客単価7,798円

　当社ﾎﾃﾙ 295                 48                 50             71                    2.8             6,691

3.損益分岐点分析 初年度計画値より算出 売上高計画比70%(稼働率49%)でも経常利益±0

売上高21.3億円 変動費8.6億円 変動費比率40.5%  固定費9.1億円 損益分岐点売上高15.2億円 同左比率71.4%

現状の需要動向(旅行代理店･修学旅行･直販)と開発･運営準備の状況より達成は確実

ザ・ビーチタワー沖縄の事業計画



ザ・ビーチタワー沖縄の概況
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リゾートホテルの稼働率の推移

（単位：％）
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リゾートホテル事業の今後の展望

今後の開業予定

2005年9月　ヴィラ伊豆高原

　　 12月　ヴィラ箱根アネックス

2006年4月　ヴィラ強羅

ドーミーヴィラ強羅イメージパース図



３．ビジネスホテル事業の強化



新規開業計画

２００４年４月１日現在２００４年４月１日現在

ドーミーイン札幌ドーミーイン札幌

ドーミーイン仙台ドーミーイン仙台

ドーミーインドーミーイン新潟アネックス新潟アネックス

ドーミーイン蘇我ドーミーイン蘇我

ドーミーイン谷塚ドーミーイン谷塚

今後の開業計画今後の開業計画

0505年年33月下旬月下旬　ドーミーイン札幌　ドーミーイン札幌アネックス（アネックス（156156室）室）

0505年年99月下旬月下旬　　ドーミーイン富山（ドーミーイン富山（208208室）室）

0505年年1010月中旬月中旬　　ドーミーイン秋葉原（ドーミーイン秋葉原（105105室）室）

0505年年1212月　ドーミーイン東京新川（月　ドーミーイン東京新川（160160室）室）

0606年年44月初旬　ドーミーイン金沢（月初旬　ドーミーイン金沢（330330室）室）

その他その他

0606年春　ドーミーイン秋田（年春　ドーミーイン秋田（216216室）室）

0606年年44月　ドーミーイン梅田（月　ドーミーイン梅田（133133室）室）

ドーミーイン浅草ドーミーイン浅草

ドーミーイン目黒青葉台ドーミーイン目黒青葉台

ドーミーイン名古屋ドーミーイン名古屋

ドーミーイン新大阪ドーミーイン新大阪

ドーミーインなんばドーミーインなんば

ドーミーイン広島ドーミーイン広島



ビジネスホテルの稼働率の推移
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ホテルREITの概要

狙い：資金調達手段の多様化

REIT
（名称未定）

資産運用会社
（ｼﾞｬﾊﾟﾝ・ﾎﾃﾙ・ﾘｰﾄ・
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰｽﾞ（株））

投資家

設立 出資

資産運用委託
分配金

ホテル

資産運用
（売買の意思決定等）

投資

賃料等
金融機関

投資

金利支払い等

【資産運用会社の概要】
資本金：1億円（2億円まで増資予定）

当社の出資比率：２５％
運用予定額：約４００億円


